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研究成果の概要： 
 本研究は，調査１「障害児・者の現状」と調査２「CBR ボランティアワーカーのニーズ」か
ら構成される第１研究「障害児・者の現状からの CBR 支援内容の検討」と，第２研究「CBR
の導入の効果と今後の課題」から構成された。2007 年８月に予備調査，2007 年 12 月，2008
年３月に介入前の初期評価，2009 年 3 月に介入後の最終評価を行った。なお，2008 年３月・
８月，2009 年３月には，CBR ボランティア養成ワークショップを行った。 
 第１研究調査１より，障害発見の遅れや医学的な関わりへのアクセスの乏しさ，村の障害児・
者は，家族や親戚，近隣住民からの支えがあると生活をしやすいと感じている，障害児・者は
活動・参加の機会を望んでいる等が明らかとなった。第１研究調査２より，CBR ボランティア
ワーカーは，訓練・介助方法等の実践面と正常発達，福祉機器等の知識面に渡る，広い範囲を
学びたいと考えていた。障害児・者宅訪問の際にかかる交通費に不安を感じる者がおり，障害
児・者に関する知識の普及への意欲が高く，村での普及活動の必要性を認識していた。 
 そこで，CBR ボランティア養成ワークショップは，第１研究調査１と調査２の結果を参考に
テーマを決定した。第２研究は，CBR に関する教育を受けた CBR ボランティアワーカーが村
に在住する障害児・者へのボランティア活動を行った。このボランティア活動前後での障害児・
者の状況の比較を行った。その結果，ADL と QOL に統計的有意差は認められなかったものの，
しかし，CBR の導入をきっかけに，保健所に障害者部門の設置やボランティアグループの結成
等のエンパワメントの高まりが村の変化として見受けられた。 
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（community based rehabilitation：CBR）
は，それまで社会で採られてきた施設中心の
リハビリテーションに代わる新たな方法と
して，1970 年代後半から各地で実践されて
きた途上国における障害との取り組み方と
その方法である。ILO,UNESCO,WHO の定
義は，CBR は地域社会開発における，全障害
児・者のリハビリテーションサービス，機会
均等化，社会統合のための戦略の一つであり，
障害者自身，家族と地域社会，そして適切な
保健，教育，職業及び社会サービスの連携協
力を通して遂行されるである。各国で CBR
実施の努力が続けられているにも関わらず，
障害児・者の主体性は尊重されず，アウトリ
ーチ型 CBR や単一の障害のみを対象とした
CBR が行われるなど，本来の CBR とは異な
る展開をみせている。そのため，現在の医学
モデルから障害児・者の権利に焦点を当てる
包括的モデルへの変換とコミュニティの開
発，貧困撲滅のために国の戦略として CBR
を国の計画に取り入れることが求められて
いる。 
 タイの CBR は，1983 年に WHO の発行し
た「障害をもつ人々に対する地域社会での訓
練・研修（TPCD）」を翻訳したことに始まり，
政府及び非政府組織にて行われている。 
  
 社会開発・人間安全省では，1998 年より，
ウボンラチャタニ県とチェンマイ県でパイ
ロットスタディを行い，2008 年には，県レ
ベルでの CBR が全県で行われているとされ
ているが，実質的な活動は 76 県中 10 県とい
われている。 
 本研究フィールドのタイのチャイヤプー
ム県の 2 村では，社会開発・人間安全省の
CBR プロジェクトの一環として，2005 年よ
りアウトリーチアプローチを実施し，県庁職
員，村役場職員，郡立病院看護師，村長，ボ
ランティア，障害者協会等のチームで行って
いる。2008 年より，研究者を含めたタイ人
チームが，CBR アプローチを展開するために，
CBR ボランティアワーカーの養成を開始し
た。 
 
２．研究の目的 
 研究の目的は，タイの村落地域における障
害児・者の生活やリハビリテーションの実態
及び CBR のニーズを調査するとともに，調
査に基づいた CBR 活動を現地協力者ととも
に実施し，その効果を生活の質（以下 QOL），
社会参加などの側面から検証することによ
って、タイの村落地域における効果的な CBR
の在り方を検討することである。 
 
３．研究の方法 
（１）研究構成 
 本研究は，調査１「障害児・者の現状」と

調査２「CBR ボランティアワーカーのニー
ズ」から構成される第１研究「障害児・者の
現状からの CBR 支援内容の検討」と，第２
研究「CBR の導入の効果と今後の課題」から
構成される。 
（２）第１研究「障害児・者の現状からの
CBR 支援内容の検討」 
①目的 
 障害児・者の現状と CBR ボランティアワ
ーカーのニーズを把握し，村での CBR のあ
り方を明らかにすることを目的とする。 
②方法 
『調査１ 障害児・者の現状』 
・対象 
 タイのチャイヤプーム県２村に暮らす障
害児・者 43 名を対象とした。 
・方法 
 県庁が主催するアウトリーチ型リハビリ
テーションチームに研究者（作業療法士）が
参加し，参与観察と他記式質問紙調査を実施
した。障害児・者が回答することが難しい場
合には，その家族が回答した。 
 調査項目は，基本属性（性別，年齢，手帳
の有無，障害種別，要望，身体・認知機能，
職業），ADL，QOL，一日のスケジュール（３
間表），半構造化面接（障害の理解，近隣や
家族の協力，医学的リハビリテーション,農村
内での人間関係の状況，CBR の理解）であっ
た。３間表は生活状況を一目瞭然に把握でき
る表で，いつ何を（時間），どこで（空間），
誰と（人間）の 3 項目に分かれた表である。 
（３）第２研究「CBR 導入の効果と今後の課
題」 
①目的 
 CBR 導入の効果と今後の課題を明らかに
することを目的とする。 
②方法 
・対象 
 タイのチャイヤプーム県２村に暮らす障
害児・者 18 名を対象とした。 
・方法 
 対象者 18名にCBRに関する教育を受けた
ボランティアが CBR 活動を実施し，介入前
後の比較を行った。介入期間は，約 8 ヶ月で
あった。 
 調査項目は，基本属性（性別，年齢，手帳
の有無，障害種別，要望，身体・認知機能，
職業），ADL，QOL，であった。 
  

４．研究成果 
（１）第１研究「障害児・者の現状からの
CBR 支援内容の検討」 
（１－１）調査１「障害児・者の現状」 
①基本属性 
 対象者 43 名は，男性 24 名，女性 19 名で
あった。年齢は 0～80歳で，平均 24.3±21.5
歳であった（表１）。疾患は，脳性麻痺や自



 

 

閉症，脳卒中などであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 障害手帳は，38名/42名が取得し，そのう
ちの 36名が障害者年金の支給を受けていた。
手帳に記載されていた障害種別は，身体障害
30 名，知的障害６名，精神障害１名，身体障
害+精神障害 1 名聴覚及び視覚障害は０名で
あり，障害種別の分布に偏りがみられた。手
帳を取得していないのは，年齢の低い乳児～
幼児と 80歳の老人であった。 
②ADL 自立度（Barthel index:BI）（表２） 
 BI が示す対象者の ADL 能力は，平均 ± 
点，全介助から自立まで大きな偏りがない分
布であった。100 点（自立）が 11 名（26.2％）
を占めており，軽度障害児・者の割合が多か
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③生活の質（WHOQOL-26） 
 身体的領域は平均 52.8±9.2点，心理的領
域は 53.9±10.3 点，社会関係は 47.8±19.3
点，環境は 47.8±13.6点，全体で 48.5±9.7
点であった。領域別比較では，環境が心理領
域に比べて有意に低かった（ｐ＜0.05）。性
別，年代，ADL 自立度，就業就学の有無によ
る差はなかった。 
④就学・就業状況 
 義務教育年齢（６～15 歳）にあって，就学

している障害児は，７％（１名/14 名）であ
った。それ以降の年齢で何らかの仕事につい
ているものは，（自営や家事手伝いを含めて）
22％（8 名/36 名）であった。未就学，未就
労の障害児・者は，56％（24 名）いたが，彼
等の村内活動の参加は乏しく，自宅にいるの
みの者も多かった。 
⑤デマンド 
 困っていること，出来るようになりたい事，
希望などの質問に対する自由回答（複数回
答）を研究者が国際生活分類の項目に基づい
て整理した。活動・参加 21 名（49％），環境
因子 13 名（30％），身体機能・身体構造 11
名（26%），個人因子 1名（2％），特になし３
名（７％）であった。 
⑥障害児・者の村での現状 
 障害児・者とその家族の現状を分析した結
果，５つのカテゴリーが抽出された。ⅰ村の
環境はどうであるか，ⅱリハビリテーション
についてどのように考えているのだろうか，
ⅲ医学的な関わり，ⅳCBR についてどのよう
に考えているのであろうか，ⅴ障害・病気に
関することであった。【村の環境はどうであ
るか】と【障害を持つ家族への思い】が相互
に関連しあっており，【障害を持つ家族への
思い】と《CBR についてどう考えているのだ
ろうか》，【リハビリテーションについてどの
ように考えているのだろう】が相互に関連し
ていた。【医学的な関わり】は，独立してい
た。 
⑦結論 
 CBR を実施は，以下の視点からのプログラ
ム立案が必要である。 
• 障害児・者は，乳児期が少なく，幼児期～

青年期が主であった。これは，障害発見の
遅れによるものと思われる。 

• 障害児・者は，ADL 全介助から自立まで
幅広く分布していたが，軽度障害児・者が
多い。 

• 医学的な関わりへのアクセスに乏しく，障
害予防や障害悪化防止のため CBRボランテ
ィアワーカーや家族指導によりレファー
レンスシステムを確立する必要がある。 

• 村の障害児・者は，家族や親戚，近隣住民
からの支えがあると生活をしやすいと感
じていた。 

• 障害児・者は，活動・参加の機会を望んで
おり，村人のエンパワーメントが必要であ
る。 

• そのためには，障害に対する住民の理解の
促進が必要である。 

（１－２）調査２「CBR ボランティアワーカ
ーのニーズ」 
①基本属性（表３） 
 対象者 19 名（男性 11 名，女性８名）の全
員から回答が得られた。年齢は，41.1±10.6
歳（28～61 歳）であった。職業は，農業 11

表１ 年齢分布 

 n=43 

年齢 人数 ％ 

0～２歳未満 1 2.3 
2～7 歳未満 8 18.6 
7～14 歳未満 9 20.9 
14～25 歳未満 8 18.6 
25～65 歳未満 13 30.2 
65 歳以上 3 7.0 

 

表２ Barthel Index 

n＝43 

点数 人数 ％ 自立度 

０点 ７ 16.7 全介助 

５～20 点未満 ４ 6.5  
20～40 点未満 ７ 16.7  
40～60 点未満 ３ 7.1 一部介助 

60～80 点未満 ６ 14.3  
80～100 点未満 ５ 11.9  
100 点 11 26.2 自立 

 



 

 

名，パートタイマー4 名，自営業 3 名，その
他１名であった。 

 
②CBR に関する項目 
 ボランティア期間 5.6±9.1 年，訪問回数
2.3±2.7 回/月，移動時間 26.7±18.9 回であ
った。移動手段は，徒歩，自動車等だった。 
 勉強したいこと（表４）は，実践面から知
識面に渡る広範囲であった。性別による有意
差があり，福祉機器と入浴訓練，立位訓練，
歩行訓練，食事訓練において，女性の方が有
意に高値を示した（p<0.05）。また，訪問回
数が 1 回以下/月群（７名）と 2 回以上/月群
（８名）では，2 回以上/月群において福祉機
器が有意に高値を示した（p<0.05）。年代の
比較では，20 歳～30 歳代群（９名）が 40 歳
代以上群（10 名）よりも，整容介助において
有意に高値を示した（p<0.05）。 
 不安なこと（表５）では，交通費と障害児・
者が怪我をする，緊急時の対応が多かった。
ボランティア期間による比較で有意差があ
り，緊急時の対応において， ボランティア
期間が 1 年未満群（８名）が 1 年以上群（９
名）よりも，有意に高値を示した（p<0.05）。

年代別の比較では，障害児・者が怪我をする
で，20 歳～30 歳代群が 40 歳代以上群より有
意に高値を示した（p<0.01）。交通費では，
40歳代以上群が 20歳～30歳代群よりも有意
に高値を示した（p<0.05）。 

 CBR で実施したいこと（表６）では，障害
児・者に関する普及活動が多かった。性別に
よる有意差があり，障害児・者に関する知識
の普及活動で，女性に比べ男性が有意に高値
を示した（p<0.05）。 

 
③結論 
 ボランティアへの質問紙調査により，CBR
のニーズとして，以下の３点が明らかとなっ
た。 
• 学びたいことは，訓練・介助方法等の実践

面と正常発達，福祉機器等の知識面に渡る，
広い範囲だった。 

• 障害児・者宅訪問の際にかかる交通費に不
安を感じる者がおり，ボランティア継続の
阻害要因になり得る。 

• 障害児・者に関する知識の普及への意欲が
高く，村での普及活動の必要性を認識して
いた。 

 
（２）第２研究「CBR 導入の効果と今後の課
題」 

表３ 基本属性 

 全体 男性 女性 

人数    （名） 19 11 ８ 

年齢    （歳） 
41.1±10.6 

（28～61） 

40.2±9.2 

（28～53） 

41.3±13.5 

（28～61） 

職 

業 

農業  （名） 11 ６ ４ 

パート（名） ４ ２ ２ 

自営業（名） ３ ３ ０ 

その他（名） １ ０ １ 

  平均値±標準偏差（最小値～最大値） 

表４ 勉強したいこと 

項目 人数（名） 

ADL 自立訓練 16 

 （食事９，入浴５，更衣６，排泄４，整容５，移乗５） 

介助方法 14 

 （食事７，入浴８，更衣６，排泄７，整容９，移乗８） 

正常発達 13 

福祉制度 12 

機能訓練方法 11 

 （寝返り７，立位７，歩行７，座位６，上肢６） 

身体構造 10 

運動方法 10 

脳の働き ９ 

福祉機器 ９ 

勉強の教え方 ７ 

複数回答 n＝19 

   表５ 不安なこと  

項目 人数（名） 

交通費 ７ 

障害児・者が怪我する ６ 

緊急時の対応 ６ 

訓練・介助方法を間違える ５ 

障害児・者の体に触れる １ 

自分が怪我する ０ 

その他 

特になし 

４ 

７ 

複数回答 n＝19 

 
表６ CBR で実施したいこと 

項目 人数（名） 

障害児・者に関する知識の普及活動 16 

障害児・者と外出 7 

障害児・者食事 5 

その他 2 

複数回答 n＝19 



 

 

①基本属性 
 対象者 18 名は，男性９名，女性９名であ
った。年齢は 0～80 歳で，平均 19.28±18.9
歳であった。疾患は，脳性麻痺９名，進行性
筋疾患２名，頭部外傷後遺症２名，自閉症１
名，脳卒中１名などであった。 
②ADL 
 ADL 合計平均点は，介入前は 31.9±35.4
点，介入後は 34.4±32.8 点であった。ADL
合計平均点の介入前後での比較を Wilcoxon
の符号付順位検定を行った結果，有意差は認
められなかった。 
③QOL（表７） 
 QOL は，各領域を 100 点に換算した点数
の平均点で比較した。介入前よりも介入後に
わずかな点数の上昇はみられるものの，
Wilcoxon の符号付順位検定における有意差
は認められなかった。 
 

表７  QOL 各領域の割合 

 介入前 介入後 

身体領域 49.8±12.4 56.5±11.2 

心理領域 54.6±1.0 57.4±9.2 

社会領域 50.0±19.0 50.4±17.1 

環境領域 48.3±15.7 49.4±14.3 

QOL 全体 47.7±10.9 50.1±10.8 

④CBR 養成ワークショップテーマ 
2008 年３月  ADL，福祉機器，移乗 
2008 年８月  脳性麻痺，記録 
2009 年３月  CBR とトップダウン，ボトム
アップに関する概念，グループディスカッシ
ョン（障害児・者が村で幸せに暮らすために
は） 
⑤結論 
• ADL合計平均点とQOLの各領域の平均点

は，介入前よりも介入後で平均点が上昇し
たが，統計的有意差は認められなかった。 

• それは，介入期間が６ヶ月と短期間であっ
たためと思われる。 

• しかし，CBR の導入をきっかけに，保健
所に障害者部門の設置やボランティアグ
ループの結成等のエンパワメントの高ま
りが村の変化として見受けられた。 

• そのため，CBR の導入の効果として質の
評価やコントロール群を設定しての CBR
の効果を検討する必要がある。 

 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計１件） 
①園田和香，池田恭敏，村木敏明：タイのチ
ャイヤプーム県の障害児・者に対する

community-based rehabilitation の検討．茨
城県立医療大学紀要．2008；13.107-113. 
〔学会発表〕（計２件） 
①園田慈海，池田恭敏，村木敏明：タイのチ
ャイヤプーム県における community-based 
rehabilitation の現状分析．第 42 回日本作
業療法学会，2008. 
②園田慈海，Jarug Bungfud,飯島節，タイの
CBRボランティアワーカーのニーズ．第 43 回
日本作業療法学会，2009. 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

 園田 慈海（SONODA JIKAI） 

茨城県立医療大学作業療法学科・助教 

 研究者番号：10420663 

 


